株主提案の内容
第１８号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
「第１章　総則」に以下の条文を追加する。
（経営の透明性の確保）
第5条の2　本会社は、可能な限り経営及び事業に関する情報開示をすることなどにより、需要家の信頼及び経営の透明性を確保する。　
【提案理由】
電力事業は、その公益性に鑑み、需要家の信頼と経営の透明性を確保することが必要であり、経営及び事業に関する最大限の情報開示を行う必要がある。同時に、政治家及び政治的団体等への寄付等の便益供与や、例えば「原子力安全委員会」等に携わる研究者等に対する寄付等については一切行わないとともに、あわせて競争入札による調達価格の適正化に努めることを会社の方針として明確に示すことが必要である。
第１９号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
　「第4章　取締役及び取締役会」に以下の条文を追加する。
(取締役の報酬の開示)
　第22条の2　取締役の報酬に関する情報は個別に開示する。
【提案理由】
関西電力が脱原子力発電と安全性の確保、発送電分離や再生可能エネルギーなどの大規模導入、天然ガス火力発電所の新増設といった事業形態の革新に向けて現在の経営方針を大転換していくためには、徹底したコスト削減と経営の透明性を高めることが必要である。
第２０号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。
第10章　脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新
（電力需要の抑制と新たなサービスの展開）
第56条　本会社は、経営体質の強化を図るため、スマートメーターの活用やデマンドレスポンスの実施などを通じて電力需要の抑制に努めるとともに、節電・省エネルギーの推進を契機とした新たなサービス事業を積極的に展開する。
【提案理由】
　　本会社の経営体質の強化に向けて、従業員数の削減はもとより、競争入札による調達価格の適正化や過剰な広報費の削減、不要資産売却等のほか、他の電力会社エリアへの小売進出等とともに、電力需要抑制のためにスマートメーター活用やデマンドレスポンス実施、リアルタイム市場創設やネガワット取引など、新たなサービス事業を積極的に展開するべきである。
第２１号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
　「第4章　取締役及び取締役会」第31条第2項として以下の条文を追加する。
（取締役の責任免除）
　　　　　　　　　　第31条　
２　本会社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間に、社外取締役の同法第423条第１項の損害賠償責任を、当該社外取締役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合は、会社法第425条第１項第１号に定める金額の合計額を限度とする契約を締結することができる。
【提案理由】
　　社外取締役に適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分に発揮できるようにするために、会社法第427条の責任限定契約に関する規定に基づき、定款第31条（取締役の責任免除）第2項として、社外取締役と責任限定契約を締結できる旨の規定を追加する。
第２２号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。
第10章　脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新
　（代替電源の確保）
　   　第52条　本会社は、原子力発電の代替電源として、再生可能エネルギーなどの飛躍
的な導入による自立分散型電源の活用や天然ガス火力発電所の新増設など、多様
なエネルギー源の導入により、新たな発電事業を積極的に推進することにより、
低廉で安定した電力供給の役割を担う。
【提案理由】
脱原発に向けて原子力発電所を廃止するために、当面の対策として、電力需要抑制に向けた取組みの強化や他の電力会社からの電力融通などに加え、関西以外のＩＰＰ・コジェネ買取を含むＭ＆Ａの強化や天然ガス火力発電所の新増設等により供給力確保に最大限努めるとともに、中長期的には、再生可能エネルギーの飛躍的な導入など多様なエネルギー源の導入を図るべきである。
第２３号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。
第10章　脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新
（事業形態の革新）
第54条　本会社は、電気事業を営むにあたって、多様な主体の自由・公正な競争により、原子力に代わる多様なエネルギー源の導入を促進し、供給力の向上と電力料金の安定化を図るため、必要な法制度の整備を国に要請し、可及的速やかに発電部門もしくは送配電部門の売却等適切な措置を講ずる。
【提案理由】
　　脱原発の推進には、自由・公正な競争により多様なエネルギー源の導入を促進し、供給力の向上と電力料金の安定化を図る必要がある。このため発電部門もしくは送配電部門の分離を速やかに進めるべきであり、例えば送配電部門分離の場合、まず、法制度整備を国に要請し、可能な状況になれば持株会社設立と送配電部門の子会社化による法的分離に取組み、発電会社からの独立性を確保しつつ送配電会社としてのノウハウ蓄積と送配電網拡充等を行い、最終的には所有分離により中立的な系統運用を行う事業主体として確立させるなど、発送電分離に向けた事業形態の革新に取り組むべきである。
第２５号議案　取締役１名選任の件
　▼提案の内容
村上憲郎を社外取締役に選任する。社外取締役候補者村上憲郎の略歴等は以下のとおりである。 

村上憲郎（昭和２２年３月３１日生） 

略歴等 

　昭和４８年　４月　日立電子入社
  昭和５３年　６月　日本ＤＥＣ入社
(昭和61年6月～平成3年8月、ＤＥＣ米国本社出向)
平成　６年　７月　 インフォミックス副社長兼日本法人社長
平成　９年　８月　 ノーザンテレコムジャパン社長兼最高経営責任者
平成１３年１２月　 ドーセントジャパン社長
平成１５年　４月　 グーグル米国本社副社長兼日本法人代表取締役社長
平成２１年　１月　 グーグル日本法人名誉会長
平成２３年　１月　 株式会社村上憲郎事務所代表取締役（現在に至る）
平成２３年　１月　 会津大学参与（現在に至る）
平成２３年　４月　 慶應義塾大学大学院特別招聘教授（現在に至る）
平成２３年１０月　 国際大学グロコーム主幹研究員・教授（現在に至る）
平成２４年　２月　 大阪府特別参与並びに大阪市特別参与（現在に至る）
平成２４年　４月　 株式会社ブイキューブ社外取締役（現在に至る）
平成２４年　４月　 経産省産業構造委員会情報経済分科会委員（現在に至る）
平成２４年　４月　 経産省資源エネルギー庁スマートメータ制度検討会委員
（現在に至る）
 所有する会社の株式   な　し
重要な兼職の状況
      　　・株式会社村上憲郎事務所代表取締役
　　　　  ・大阪府特別参与並びに大阪市特別参与
・経産省産業構造委員会情報経済分科会委員
・経産省資源エネルギー庁スマートメータ制度検討会委員
　        ・株式会社ブイキューブ　社外取締役
 上記社外取締役候補者と本会社との間に特別の利害関係はありません。
【提案理由】
脱原発と代替電源の確保ならびに発送電分離に加えて、新たな電力市場形成によ
る電力供給体制の充実と需要抑制を図るために、経営方針の大転換を図る必要がある。このため、当会社の取締役として選任されるべき人物として、電力需要抑制に向けた新たな事業展開を含めたエネルギーに関する諸課題とその対策について精通し、かつ、企業の経営全般についての経験と見識を有する人材が求められるところである。村上憲郎氏は、コンピューターの黎明期から今日に至るまでその第一線で活躍してきており、特にコンピューターのハード・ソフトに関する最新の知見が要求される電力需給調整に関する新たな事業展開にあたって、必要かつ十分な経験と見識を備えている。以上の理由により、村上憲郎氏を社外取締役として選任するものである。
第２６号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
「第１章　総則」に以下の条文を追加する。
（再就職受入の制限）
第5条の3　取締役及び従業員等について、国等からの再就職の受け入れはこれを行
わない。
【提案理由】
電力事業は、その公益性に鑑み、需要家の信頼と経営の透明性を確保することが必要であり、取締役のみならず従業員等についても、国等の公務員の再就職受入や顧問等その他の名目での報酬支払いは行わないこととすべきである。
第２７号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
　「第4章　取締役及び取締役会」第20条を以下の通り変更する。
（取締役の定員）
　　　　第20条　本会社の取締役は10名以内とする。
【提案理由】
関西電力が脱原子力発電と安全性の確保、発送電分離や再生可能エネルギーなどの大規模導入、天然ガス火力発電所の新増設といった事業形態の革新に向けて現在の経営方針を大転換していくためには、徹底したコスト削減と経営の機動性を高めることが必要である。
第２８号議案　定款一部変更の件
▼提案の内容
本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。
第10章　脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新
（脱原発と安全性の確保）
第51条　本会社は、次の各号の要件を満たさない限り、原子力発電所を稼働しない。
(1)論理的に想定されるあらゆる事象についての万全の安全対策
(2)原子力発電所の事故発生時における賠償責任が本会社の負担能力を超えない
制度の創設
(3)使用済み核燃料の最終処分方法の確立
2  本会社は、脱原発社会の構築に貢献するため、可及的速やかに全ての原子力
発電所を廃止する。
　　　3　前項の規定により原子力発電所が廃止されるまでの間においては、他の電力　
会社からの電力融通や発電事業者からの電力調達により供給力の確保に努めるとともに、電力需要を厳密に予測し、真に需要が供給を上回ることが確実となる場合においてのみ、必要最低限の能力、期間について原子力発電所の安定的稼働を検討する。
【提案理由】
福島第一原子力発電所の事故から、ひとたび関西電力の原子力発電所においてシビアアクシデントが発生すると、関西に留まらず広範囲にわたって回復不可能な甚大な被害が想定される。このような原子力発電事業の継続は関西電力の株主利益を著しく棄損するだけでなく、将来世代に過大な負担を残すおそれがあり、脱原発に向けて速やかに原子力発電所を廃止するべきである。このため、電力需要抑制に向けた取組みを強化するとともに、当面は他の電力会社からの電力融通や発電事業者からの電力調達に努めるべきである。なお、厳密な需給予測のうえ必要最低限の範囲で原子力発電所を稼働させる場合であっても、論理的に想定されるあらゆる事象についての万全の安全対策や有限責任の損害賠償制度、使用済み核燃料の最終処分方法の確立など極めて厳格な稼働条件を設定するべきである。
参考資料４
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